
基準値 達成度

３年度

9,166

-

基準値 達成度

３年度

34,992

37,000

基準値 達成度

３年度

2,489

24,000

基準値 達成度

３年度

8.2

9.5

基準値 達成度

６年度

85.7

90.0

-

⑤被災者が主体となって
いる取組の割合（％）

未達成

年度ごとの目標（％） - - 90.0 90.0

実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

- - 85.7 -

③子育てイベントの参加
人数（人）

未達成

年度ごとの目標値（人）

3,442 6,546 3,785 -

24,000 24,000 4,800 2,600

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

「復興特別区域基本方針」（令和６年４月１日閣議決定(改定)）
「「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復興の基本方針」（令和７年６月20日閣議決定(改定)）
平成27年１月総合対策（50の対策）及び平成27年７月総理指示に従い、総合交付金として拡充

測定指標

②具体的な支援が必要な
くなった見守り等の支援対
象世帯数（世帯）

実績値

達成

9,710 10,041

達成

年度ごとの目標値（世帯）

目標値

４年度 ５年度 ６年度

41,462

①復興特区支援利子補給
金の支援対象となる新規
融資による雇用効果（累
計：人）

年度ごとの目標値（人）

実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

9,227

合計（a＋b＋c） 13,174 12,168 10,695 8,021

執行額（百万円） 8,861 8,060 7,832 -

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a）

繰越し等（c） 0

12,168 10,695

0 0 -

0 -

令和６年度復興庁政策評価書（事後評価）
（復興庁R６－①）

施策名 復興支援に係る施策の推進

施策の概要

復興特区支援利子補給金については、被災地の復興に向け、復興推進計画を実施する上で中核となる事業の実施者が、予
め国が指定した金融機関（以下「指定金融機関」という）から当該事業を実施するうえで必要な資金を借り入れる場合に、予算
の範囲内で、融資の利子分の最大0.7%に相当する額を利子補給金として指定金融機関に対し支給する。
被災者支援総合交付金については、復興の進展に伴い、災害公営住宅等移転後のコミュニティ形成、被災者の心のケア、避
難指示解除区域における生活再建など、被災者をとりまく課題は多様化しており、被災者の生活再建ステージに応じた、切れ
目ない支援の実現を図る。

６年度

9,657

▲ 1,500

達成すべき目標
復興特区支援利子補給金については、対象事業の実施により、雇用機会の創出を図ることを目標とする。
被災者支援総合交付金については、一つの事業計画の下で、被災自治体等における取組を一体的に支援することにより、各
被災自治体等において、直面する課題・ニーズに的確に対応し、効果的な被災者支援活動を実施する。

施策の予算額・執行額等

区分 ３年度 ４年度 ５年度 ７年度

8,021

補正予算（b）

0

8,157

7,006

▲ 149 0

9,622 9,816 -

- 9,268

13,323

目標値

７年度

-

７年度

37,508

41,000

39,277

41,000

9.5

41,000

-

43,000

実績値 目標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

④子どもの情緒と行動に
関する尺度（％）

年度ごとの目標（％）

４年度 ５年度 ６年度

10.7 集計中 調査中

9.5 9.5 9.5

実績値



施策の分析

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）
復興特区支援利子補給金については全体的にどの年度も目標値を上回る指標であったこと、
被災者支援総合交付金については一部の測定指標において目標値を達成していないものの、昨
年度よりも目標達成率が改善していることから、相当程度進展ありと判断した。

担当部局名

復興知見・地域・地方創
生・万博・法制班

厚生労働班
被災者支援班

　作成責任者名 令和７年８月

復興特区支援利子補給金については、令和４年度に入ってからやや回復傾向となり、令和５年度以降は目標値を上回る指標
となり、雇用機会の創出におおむね寄与している。
被災者支援総合交付金については、H28年度に住宅・生活再建支援、コミュニティ形成支援、「心の復興」、被災者支援コー
ディネート、県外避難者支援にかかるメニューを統合し、被災者支援総合交付金を新設した。H29年度には「仮設住宅の再編
等に係る子供の学習支援によるコミュニティ復興支援事業」を、R1年度には「被災者の心のケア支援事業」を統合し更に自治
体等で活用しやすいものとした。事業の手段・方法等について、交付担当省庁にて効果的に実施されている。

次期目標等への
反映の方向性

【施策】
復興特区支援利子補給金については、令和８年度以降の対象地域の重点化後も引き続き活用を図っていく。
被災者支援総合交付金については、被災地の状況を踏まえつつ、今後も事業の進捗に応じたきめ細かい支援を行う。

【測定指標】
復興特区支援利子補給金については、令和８年度以降の対象地域の重点化後の応募状況や、見通し調査による事業予定
の内容を確認しつつ必要な見直しを行う。
被災者支援総合交付金については、事業の進捗や被災地のニーズを精査しつつ必要な見直しを行う。

学識経験を有する者の知
見の活用

ー

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

ー

政策評価実施時期
参事官 山崎　速人
参事官 大場 寛之
参事官 飯田 剛


